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日本海域研究投稿規定（2009年7月16日施行）

（2013年4月9日改定）

総　　則

１．原稿内容
　投稿原稿は一般公開刊行物に未公開のもので，その内
容は日本海および日本海周辺地域（以下「日本海域」）の
自然，人文，社会科学的研究に関するものとする。

２．投稿資格
　金沢大学教職員，環日本海域環境研究センター外来研
究員，同連携研究員，同博士研究員を原則とする。複数
の著者による投稿の場合には，著者のうち少なくとも一
人がこれらのいずれかに該当すること。ただし，編集委
員会がその内容を適当と認めた場合にはこれ以外の投稿
も受け付ける。

３．掲載の決定
　編集委員会は，委員会が指名した査読者の査読結果に
もとづいて投稿原稿の掲載の可否を決定する。

４．著作権
　掲載された論文などの著作権は金沢大学環日本海域環
境研究センターが所有する。

細　　則

１．著者が負担する費用
　投稿は無料である。ただし，以下の場合には著者の負
担とする。

（1）ページの超過：投稿要領で定めた原稿の上限ページ
を超えた場合。

（2）特殊印刷料金：カラーページや折り込み図面など。

（3）別途作業料金：図面の清書，電子ファイルの作成な
どを編集委員会に依頼した場合。

（4）別刷り超過分の印刷料金：別刷りが1編につき25部を
超えた場合。

２．原稿の種類
　投稿された原稿はすべて以下のいずれかに類別される。
著者は投稿時，所定書式の「原稿送り状」に原稿の種類
を明記する。編集委員会で内容を検討し種類を変更する
場合もある。

（1）論文：日本海域における独自の研究成果をまとめた
もの。

（2）総説：日本海域に関する研究成果を分析・検討し，
研究史や研究の現状，将来の展望などについてまとめ
たもの。

（3）短報（要約・抄訳を含む）

　（A）論文の内容となりうる情報を含む調査研究成果の
速報。

　（B）総説の内容となりうる情報を含む研究動向・研究
展望の紹介や報告。

　（C）新しい研究手法の提案など。

（4）資料：日本海域に関係のある調査，記録，統計など
にもとづいて，資料的に価値のある情報をまとめたも
の。

（5）報告：補助金による事業の結果と経過，イベントな
どの報告。

（6）翻訳：日本海域にかかる外国語論文，総説，短報な
どの日本語訳。

３．原稿の言語
　投稿原稿は原則として日本語あるいは英語とする。た
だし，編集委員会が認める場合にはこれ以外の言語も受
け付ける。

４．投稿
　投稿の方法は，電子媒体による投稿のみとする。なお，
1人あたりの投稿原稿数は，単著で1人2編，共著で1人3編

（単著を含む）までとする。 

５．受付
　投稿原稿には受付日が付される。ただし，原稿に不備
があると判断された原稿などは著者に差し戻される。差
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し戻された原稿の受付日は再投稿後となる。また，再投
稿が原稿受付〆切以後であった場合は次号送りとなる。

６．査読
　論文，総説，短報，資料，翻訳は，編集委員会が定め
る査読者による査読結果にもとづいて掲載の可否が編集
委員会により決定される。報告は掲載の可否が編集委員
会により決定される。

７．入稿用原稿
　編集委員会によって掲載可とされた投稿原稿は，著者
が入稿用原稿（電子ファイル）を作成し，必要に応じて
レイアウト見本（PDFファイル）とともに編集委員会へ
完成原稿として提出する。図表・写真などは高精度の電
子ファイルを提出する。

８．校正
　原則として編集委員会が校正を行う。

９．発行後の投稿原稿の処理
　原稿が印刷・発行された後は，環日本海域環境研究セ
ンターの責任で外部へ流出することがないよう投稿原稿
は処分される。図表・写真などで著者で返却を希望する
ものがあれば，投稿時の「原稿送り状」にその旨を明記
する。

10．別刷
　1編につき25部を環日本海域環境研究センターの費用で
作成するがそれを超える場合は著者負担とする。

11．著作権
　図表などを他の文献から転載する場合は，著者の責任
において，受理までに転載許可を得なければならない。
また，その場合は必ず出典を明記する。翻訳についても
著者の責任において，受理までに該当論文などの著作権
所有者から許可を得ることとする。

12．投稿要領
　細則の具体的運用法，原稿の形式および作成時の注意
事項は，投稿要領に記す。

投　稿　要　領

１．原稿送付先および投稿に関する相談窓口

　　住所：〒920-1192 石川県金沢市角間町 
　　　　金沢大学理工系事務部総務課総務係
　　　　環日本海域環境研究センター
　　　　　「日本海域研究」編集委員会
　　　　　　電話：076-234-6821，FAX：076-234-6844
　　　　　　Email：s-somu@adm.kanazawa-u.ac.jp

２．刷り上がり時のページ数
　各種原稿は以下に示すページ数を上限とし，ページ超
過時の料金は著者の負担とする。

（1）論文，総説，資料，翻訳：16ページ

（2）短報：8ページ

（3）報告：4ページ
　※刷り上がり時の文字数は，日本語で約2100字/ページ，
英語で約4500文字（スペースを含む）/ページ（あるいは
約700単語/ページ）であるので，これをもとに換算する。

３．各種原稿が含むべき項目

（1）本文：投稿原稿は原則として日本語または英語とす
る（細則3）。

（2）本文以外に必要な項目

　（A）表題：日本語と英語で併記する。英題は，単語の
先頭は大文字とし，冠詞（ただし表題の先頭にくる
場合を除く）と接続詞は小文字とする。

　（B）著者名：日本語と英語とをフルネームで併記する。
英語では，姓はすべて大文字，名は最初のみが大文
字で以下は小文字とし，姓名の順で記載する（例：
YAMAGUCHI Masaaki）。 ま た， 連 絡 著 者（Author 
for correspondence）を必ず指定する。

　（C）所属：日本語と英語で住所とともに併記する。所
属がない場合には自宅住所とする。連絡著者につ
いては電子メールアドレスと電話番号を必ず記入す
る。

　（D）キーワード（5個程度）：日本語と英語で併記する。
キーワードとキーワードの間はカンマ「，」で分ける。

　（E）要旨：本文が日本語の場合には200 ～ 300語程度
の英文要旨を付ける。英文要旨は「Abstract」であり

「Summary」とはしない。英語原稿の場合には，英語
要旨に加えて日本語（200 ～ 600字程度）の要旨を
付ける。日本語の場合は「要旨」であり「梗概」や「摘
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要」とはしない。

　（F）図表・写真：制限なし。

　（G）キャプション：日本語原稿の場合は日本語および
英語で併記する。英語原稿の場合は英語のみとする。

４．原稿の提出について

（1）提出時の基本確認事項

　（A）投稿者や1人あたりの投稿数は総則2ならびに細則
4のとおりとする。

　（B）図表等を他の文献から転載する場合は細則11のと
おりとする。

　（C）連名の場合，著者全員が原稿の投稿および内容を
了解し，連名となった著者が投稿原稿への貢献と責
任に関し必要十分な構成であることを確認する。

（2）投稿方法
　用紙に印刷された「原稿送り状（PDFファイルでも
可）」と電子ファイル（原則としてPDFファイル）を編
集委員会宛に送付する。電子ファイルの送付にあたっ
ては，（2）添付ファイルとして編集委員会に電子メー
ルで提出する，（2）CD-ROMなどの電子媒体にコピー
して編集委員会宛に封書で送付する，あるいは（3）金
沢大学総合メディア基盤センターの「ファイル送信サー
ビス」などを利用する。本文，図表，写真などは，ひ
とつの電子ファイルにして提出する。ファイルサイズ
には制限を設けないが，標準的な処理能力のパーソナ
ルコンピューターで支障なく閲覧できるサイズにして
おく。これを超えるような大容量ファイルとなる場合
には編集委員会に相談する（細則4）。

５．原稿の書式

（1）原稿のサイズとフォント
　原稿はA4サイズの用紙に1ページあたり35字/行×30
行を目安とし，上下左右の余白（それぞれ30㎜以上）
と行間とを十分にとる。フォントは日本語ではMS明朝，
欧文はTimes系あるいはCenturyを原則とし，読みやす
いポイント数（おおよそ11ポイント以上）とする。

（2）先頭ページ
　投稿原稿の先頭ページには，日本語の表題，著者名，
所属機関・部局名と住所をそれぞれ英文表記とともに
以上の順番で記入する。連絡著者についてはこれに加
えて電子メールアドレスと電話番号を記入する。改ペー
ジ後，英文要旨およびキーワードを記入する。キーワー
ドはまず日本語で1行に収め，改行後に英語で一行に収
める。

（3）ページ番号
　本文にはページ番号を必ず記入する。先頭ページな
らびに続く英文要旨などのページにはページ番号をふ
らない。

（4）文字方向
　すべて横書きとする。

（5）見出し
　見出しとして，ローマ数字Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ，Ⅳがついた
章を最上位に置く。章の下には節が置かれ，右括弧の
数字１），２），３），４）を付す。さらに小節１－１），
１－２），１－３），１－４），小小節１－１，１），１－
１，２），１－１，３），１－１，４）とする。それ以下の
階層ではアルファベットの小文字を用いてもよい。英
語原稿の場合にはこれらはすべて半角にする。

（6）箇条書き
　箇条書きには半角の番号を付す。たとえば，1. 2.，(1) 
(2)，など。

（7）句読点
　本文では句点は「。」，読点は「，」とする。「？」は
必要に応じ句点として使用してもよい。キャプション
では句点を「．」とする。英語原稿の場合にはピリオド

「 . 」とカンマ「 , 」を用いる。

（8）日本語以外の言語および記号
　日本語以外の文字の挿入は，原則としてギリシャ文
字を含む西欧文字書体による表記法を用いる。ロシア
語書体，中国語の簡字体やハングル語，アラビア語書
体等の挿入は，技術的制約もあるため入稿までに編集
委員会と協議する。

（9）カラー文字，下線の使用
　本文では黒以外の色文字は使用できない。下線は原
則として使用しない。

（10）数式
　数式は原則として改行後上下に0.5行程度の行間を
とって配置し，右端に括弧付きの数式番号を付す。引
用は「式(1)」などとする。σ，φのように数式中の記
号を本文中で引用する場合は，数式中のものと同じで
なければならない。量を表す記号はイタリックとし，
ベクトルはイタリックまたはローマンのボールドとす
る。下付・上付文字は原則として，変数に対応するも
のはイタリック，属性を示すものはローマンとする。
関数記号はローマンとする。

（11）脚注と文末注
　本文，キャプションでの注はすべて末尾（文献リス
トの直前）とし，脚注は使用しない。注は番号を付け
て列記し，本文中の番号と対照できるようにする。文
末注に文献を記述してはならない。文献はすべて文献
リストとしてまとめる。
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（12）文献の引用
　本文中での文献の引用は以下のように記述する。

［単独著者］　日本語・英語ともに「姓（年号）」とする。
同姓別人で同年号の文献がある場合には，名も記入する。

鈴木（2005）によると・・・・
Suzuki（2003）は・・・・
鈴木一郎（2002）に対して鈴木二郎（2002）は・・・・

［複数著者（2名）］　日本語の場合には「姓・姓（年号）」
とする。英語の場合には「and」を用いる。同姓別人の
場合は単独著者の例に準じる。

鈴木・中村（2002）は・・・・
Suzuki and Nakamura（2002）では・・・

［複数著者（3名以上）］　日本語の場合は筆頭著者以外
は「ほか」で表す。英語の場合は「et al．」を用いる。

山口ほか（1996）では・・・
Yamaguchi et al.（1998）によると・・・

［括弧付き引用］　単一の文献を括弧付きで引用する場
合は以下のとおりとする。

・・・と報告されている（鈴木，1992）。
・・・とすでに明らかにされている（鈴木・山口，
2001）。
・・・と結論づけられている（Suzuki and Yamaguchi，
2008）。
・・・である（Suzuki et al.，2009）。

［括弧付き複数引用］　複数の文献を括弧付きで引用す
る場合は以下のとおりとする。

・・・と結論づけられている（山口，2000；中村・
鈴木，2002）。※単著・複数著者にかわらず年代順
にする。
・・・と報告されている（Suzuki and Yamaguchi，
2002；中村，2002）。※同年代の文献のときは著者
数にかかわらず筆頭著者の姓のアルファベット順
にする。
・・・とすでに明らかにされている（山口，1996，
1997）。※同著者の異なる年代の文献の引用は，年
代のみをカンマで区切って並べる。
・・・との報告がある（中村，2004a，b）。※同著
者の同じ年代の文献の引用は，アルファベット小
文字で区別し，文献リストの年代にも対応するア
ルファベットを記入する。

［未公表資料の引用］　卒業論文や修士論文のような未
公表論文・資料の引用はできるだけ避ける。どうして
も引用が必要な場合には著者姓のあとに「未公表」を
付す。

・・・との報告がある（高橋，1998，未公表）。
これについて高橋（1998，未公表）は・・・

（13）文献リスト
　文献リストは次の順に配列する。
　和文欧文を問わず，筆頭著者の姓（Last Name）に対
応した英語式アルファベット順ととする。外国人の名
前で姓名の区別が明確でないものや姓名の区別がない
ものについては慣用的に用いられている方法をとる。
同一筆頭著者が複数のときは以下の順とする。

① 単著論文は年代順。

② 2名連名の場合は，第二著者の姓のアルファベット
順とそれらの年代順。

③ 3名以上連名の場合は，年代順。
　※URLによる引用は，それ以外に情報にアクセスす
る手段のないかぎり行わない。

（14）文献の書き方

① 日本語論文
　著者名（姓名，複数著者の場合には「・」で分ける。
著者が多数にわたる場合でも略さない），発行年：論
文名．掲載誌名（原則として略さない），巻（号）数

（ボールド），最初と最後のページ．

望月勝海，1930：金沢付近の地史．地質学雑誌，37，
278－280． 

清水　徹・西川政弘・塚脇真二，1998：石川県金沢
市卯辰山～上涌波地域の地質－とくに下部更新統
大桑層の岩相層序について－．金沢大学日本海域
研究所報告，29，91－114．

② 日本語単行本
　著者名（姓名，複数著者の場合には「・」で分ける。
著者が多数にわたる場合でも原則として略さない），
発行年：単行本名．出版社名，発行地，総ページ数．

藤山家徳・浜田隆士・山際延夫，1982：学生版日本
古生物図鑑．北隆館，東京，574p．

③ 欧文論文
　著者名（苗字，イニシャル．2名の場合は「and」
で分ける。3名以上の場合は「，」で分けるが，最後
の著者の直前のみは「and」で分ける。著者が多数に
わたる場合でも原則として略さない。著者が複数で
かつ同姓を含むときは名も書く），発行年：論文名．
掲載誌名（イタリック，常識的な簡略化（たとえば
“Journal”を“J.”など）は可），巻（号）数（ボールド），
最初と最後のページ．

Hasegawa, S.，1979: Foraminifera of the Himi Group，
Hokuriku Province, central Japan. J. Geography, 49, 89-
163．

Kaseno, Y. and Matsuura, N.，1965：Pliocene shells from 
the Omma Formation around Kanazawa City, Japan. Sci. 
Rep., Kanazawa Univ., 10, 27-62. 
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Yoshioka, T., Ly, V., Maeda, T. and Tomii, Y., 2000: 
Geology of Kakuma area, Kanazawa City, central Japan. 
Geological Magazine, 25, 49-62. 

④ 欧文単行本
　著者名（欧文論文の場合に準じる），発行年：単行
本名（イタリック）．出版社名，発行地，総ページ数．

Ager, D. V., 1980: The Geology of Europe. McGraw-Hill 
Book Co., Maidenhead, 535p.

Closs, H., Roeder, D. and Schmidt, K., 1978: Geologic 
History and Palaeogeography of Eastern Europe during 
Alpine Geosynclinal Evolution. Editions Technip Co., 
Paris, 164p. 

⑤ 未公表論文・資料（日本語・欧文とも）
　著者名，年，未公表：論文・資料名．論文・資料
の種類・区分等，総ページ数．

清水　智，1983，未公表：K-Ar年代測定結果からみ
た中部日本における鮮新―更新世の火山活動史．
金沢大学理学部地学科修士論文，64p．

　なお，巻号のある雑誌（たとえば “第6巻第2号”など）
で巻ごとに通しページのある場合は号数を省略する。
号数のみのものは巻数に準ずる。巻号のある雑誌で
号ごとにのみ通しページのある場合は巻番号のあと
に号番号を括弧付きで記述する。

地学雑誌，第64巻第2号，331-364（巻ごと通しペー
ジ）→地学雑誌，64，331-364

土木学会誌，第25巻第4号，21-25（号ごと通しペー
ジ）→土木学会誌，25（4），21-24

（15）付録
　本文の流れをさまたげる可能性のあるもの，たとえ
ば，用いたデータの詳細，分析法・解析手法の詳細，
数式の導出，調査地点の説明，などは付録として本文
のあと（文献リストの直後）に置くことができる。

（16）図表・写真
　電子ファイルとして作成し，図表中の文字，記号，
模様などは印刷時のサイズで明瞭に読めるものとする。
まぎらわしい色や形を避ける。とくに印刷時にグレー
スケールあるいは白黒印刷となるものは判別可能とな
るように配慮する。写真は図として扱うが，本文の最
後（文献リストあるいは付録の直後）に図版としてま
とめてもよい。

（17）図表挿入位置
　本文の左右いずれかの余白あるいは本文中に図表の
挿入位置と希望する縮小率を指定する。

（18）図表・付録の引用
　図は「図1」，「図2」のように順に番号を付す。順番
は本文中に引用される順とする。写真も図として扱う

ため「写真1」などとはしない。表も順に番号を付し「表
1」，「表2」のように記述する。図版写真の引用は図版
番号に合わせ「図版1-写真1」，「図版1-写真2」と記述
する。付録は「付録1」，「付録2」と記述する。英語論
文の場合には，これらはそれぞれ「Figure 1」，「Table 1」，

「Plate 1 - Photo 1」，「Appendix 1」となる。なお，「Figure」
については文頭にこない場合に限って「Fig.」と略すこ
とができる。

（19）図表のキャプション
　番号順に別紙にまとめ，日本語・英語を併記する。
ただし，英語原稿の場合は英語のみとする。

（20）原稿の順番

① 表題，著者名，所属機関・部局

② 英文要旨，キーワード（英語原稿の場合はこれに加
えて日本語要旨）

③ 本文（文末注，文献リスト，付録を含む）

④ 図表のキャプション

⑤ 表

⑥ 図および図版

５－２．英語の原稿
　英語の原稿の書き方は上にとくに断りがない場合は日
本語原稿の規定に準ずる。英語として完成されたもので
あること。

６．受付
　投稿原稿には受付日が付される。ただし，原稿に不備
があるもの，日本海域研究の発刊目的に整合しない内容
の原稿，完成度が低く査読不可能と判断された原稿など
は著者に差し戻される。差し戻された原稿の受付日は再
投稿後となる。再投稿が原稿受付〆切以後であった場合
は次号送りとなる。（細則5） 

７．原稿の査読とその修正
　論文，総説，短報，資料，翻訳は，編集委員会が定め
る査読者による査読結果にもとづき掲載の可否が編集委
員会により決定される。 報告は掲載の可否が編集委員会
により決定される。投稿原稿は査読終了後修正を求めら
れることがある。査読意見に対する反論がある場合は原
稿とは別の用紙に記載し，編集委員会に修正原稿ととも
に送付する（印刷物あるいは電子的方法による）。修正に
あたっては，修正原稿内あるいは別紙で修正箇所を明示
する。
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８．受理と入稿
　原稿受理後は著者側で速やかに入稿用原稿（電子ファ
イル）を準備する。原稿のテキスト部分とイメージ部分
は以下のように作成する。

（1）テキスト部分（表題，著者・所属，キーワード，要旨，
本文，キャプション，文献，付録，など）
　編集委員会が指定する書式に従って，Microsoft-Word
で入稿用ファイルを作成する。これら以外のソフトウェ
アを使用する場合あるいはテキストファイルで入稿す
る場合には編集委員会と協議する。表はMicrosoft-Excel
で作成し，Microsoft Wordに貼り込まない。ファイルは
電子メールあるいはCD-ROMなどにコピーして編集委
員会に提出する。論文，総説，短報，資料では，これ
とともに著者が希望する刷り上がりレイアウトを印刷
物あるいはPDFファイル形式で提出することが望まし
い。

（2）イメージ部分（図，写真，図版，複雑な表など）
　イメージ部分は，ポストスクリプト形式（.eps，.
ps），アドビ・イラストレーター形式（.ai），TIF形式（.tif，.
tiff），PDF形式（.pdf），JPEG形式（.jpg，.jpeg）のファ
イル形式でテキスト部分とは別に提出する。イメージ
部分はイメージごとに個々のファイルとすることが望
ましい。Microsoft Powerpoint形式のファイルは認めな
い。図・写真をスキャナーで電子化する場合は600dpi
以上の解像度とし，白黒の鮮明な線画はTIF形式ファイ
ルが望ましい。写真は高解像度のオリジナルファイル
を提出する。 
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